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北海道総合教育大綱（骨子案・たたき台） 

 

はじめに 

  改定に当たっての知事の思いをメッセージの形で記載 

 

本大綱の策定根拠等 

 １ 策定の根拠 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づき、本道の教育、学術及び文化の振興に関する

総合的な施策について、その目標（理念）や施策の根本となる方針を定めるもの 

 

 ２ 大綱の役割 

知事と教育委員会が、教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策について基本的な認識を共有

し、連携を密にして、施策を推進することを目的 

 

 ３ 大綱の位置付け 

「北海道総合計画」が示す政策の基本的な方向に沿って策定する「特定分野別計画」。知事と教育委

員会は、この大綱を踏まえ策定している「北海道教育推進計画」をはじめ、こども大綱を勘案して策定

している「北の大地☆子ども未来づくり北海道計画」や幼児教育、文化、スポーツなど分野別の関連計

画・方針等に基づき、施策を推進 

 

 ４ 対象期間等 

対象期間は設けないが、関連する各種計画の見直し時期などにおいて、教育を取り巻く環境や社会情

勢の変化等を踏まえ、必要に応じて見直しを検討 

 

 ５ 持続可能な開発目標（SDGｓ）との関係 

教育の機会均等や質の充実を通じたあらゆる人々の活躍の推進などを基本方針として掲げ、ＳＤＧｓ

の理念と合致する施策を推進 

この大綱は、ＳＤＧｓの全てのゴールの達成に資するもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２ 
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１ 基本理念 
 

◯ 全国を上回るスピードで人口減少や少子高齢化が進み、広域分散型で人口の偏在・市町村間

の格差拡大が見込まれる北海道では、若者の都市部集中や道外への人口流出などにより、地方

の過疎化が進行し、地域社会の教育力の低下に加え、学校数の減少や小規模校化による教育の

機会均等や学びの質の保障などの課題が生じております。こうした北海道が抱える課題に的確

に対応するとともに、地域社会全体で子どもを見守り育てていく取組を支える人材の確保に向

けた施策を推進します。 

 

◯ こども基本法及びこどもの権利条約の精神にのっとり、子どもや若者を権利の主体として認

識し、その意見を取り入れながら、「こどもまんなか」の考えの下で、「学び」に係る政策と「育

ち」に係る政策の両者が相互に連携して、子どもや若者の健やかな成長を社会全体で後押しし

ます。 

 

○ 将来の予測が困難な時代において、未来に向けて自らが社会の創り手となり、持続可能な社

会を維持・発展させ、個々人が自立して自らの個性・能力を伸長するとともに、多様な価値観に

基づいて地球規模課題の解決等をけん引する人材を育成します。 

 

◯ 多様な個人それぞれが幸せや生きがいを感じ、地域や社会が幸せや豊かさを感じられるもの

となるため、子どもたちの豊かな情操や道徳心を培い、正義感、責任感、自他の生命の尊重、他

者への思いやり、自己肯定感、人間関係を築く力、社会性などを、教育活動全体を通じて育み、

社会に根ざしたウェルビーイングの向上を図ります。 

 

◯ 道と教育委員会、関係機関が一体となり、「チャレンジで夢を叶える」「ふるさとを誇り、自ら

動く」「個性や違いを力にかえる」「社会の一員としての主体性を高める」ことを視点に、求めら

れる人間像を掲げ、人格の形成や、幅広い知識と教養の修得等により、社会情勢の大きな変化に

適応し、道民一人ひとりが新たな時代を生き抜いていけるよう、教育・人づくりに取り組みま

す。 

 

◯ 社会の多様化が進む中、生まれ育った環境などにかかわらず、誰一人取り残されることなく、

誰もが生き生きとした人生を享受することができる共生社会の実現を目指し、幼児期から安心

して質の高い教育を受け、生涯にわたって学び続けることができる環境を整え、夢や希望への

チャレンジを応援する北海道づくりを進めます。 
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【求められる人間像】 

 

チャレンジで夢を叶える 

  夢や課題に、新たな発想で挑戦する人 

  ▶ 自ら考え、判断し、表現できる力を持ち、次の時代に向けて、これまでの価値を磨き

上げ、新たな価値を創り出し、持続可能な社会の創り手となる 

▶ 歴史や経験に学び、夢への挑戦を続ける 

 

ふるさとを誇り、自ら動く 

  ふるさとを愛し、グローバルな視点で地域の発展のために行動する人 

   ▶ 優れた自然環境や豊かな食、独自の歴史・文化など、輝きを放つ北海道に生まれ育っ

たことへの誇りと、ふるさとへの愛着を持ち、北海道の発展に貢献する 

   ▶ グローバルな視点を持ち、コミュニケーション能力を培い、多様な価値観に基づいて

地域の課題解決等にリーダーシップを発揮する 

 

個性や違いを力にかえる 

  互いの個性や文化の違いを尊重し、ともに力を合わせる人 

   ▶ 国籍、文化、言葉、生活習慣等の違いや、障がいの有無等にかかわりなく、互いを 

   認め合い、協働し、個性と多様性が尊重される社会をつくる 

 

社会の一員としての主体性を高める 

  自らの意見を表明し、社会づくりに参画する人 

   ▶ 子どもや若者が意見を言いやすい環境をつくり、子どもの社会参画・意見反映を支え

る 
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２ 基本方針 
 

基本理念の実現に向け、知事と教育委員会が緊密に連携しながら、ライフステージの各段階に

おいて、幼児教育機関、学校、高等教育機関、家庭、地域、行政、産業界、各種団体等と一体と

なり、次の基本方針により施策を推進します。 

 

基本方針Ⅰ 持続可能な社会の創り手を育む                            
 

  ＜取組の方向性＞ 

  ○幼児教育の充実  ○新しい時代に必要となる資質・能力の育成 

  ○体力・運動能力の向上  ○学校保健、学校給食・食育の充実 

○特別支援教育の充実  ○グローバル人材の育成  ○探究・STEAM 教育の充実 

○キャリア教育の充実  ○道徳教育・人権教育の充実  ○ふるさと教育の充実 

○防災教育の充実  ○18 歳成年に伴う消費者教育・金融経済教育・主権者教育等の充実 

○環境教育の充実  ○持続可能な開発のための教育（ESD）の推進 

 

基本方針Ⅱ 誰一人取り残されない子どもの学びと成長の環境を整える                          
 

  ＜取組の方向性＞ 

  ○いじめの防止の取組の充実  ○不登校児童生徒への支援の充実 

○児童虐待の未然防止や早期発見・早期対応 

○子どもの貧困対策など学びのセーフティネットの構築 

○地域創生の視点を踏まえた特色ある高校づくり 

○学校と地域の連携・協働の推進 ○地域の特色を活かした多様な体験活動の推進 

○幼児教育施設や学校段階間の連携・接続の推進 ○学校における働き方改革の推進 

○教員の確保と資質向上  ○私学教育の振興  ○教育 DX の推進 

○医療的ケア児への支援の充実  ○ヤングケアラーへの支援の充実 

○安全・安心な学習環境の確保 

○子どもの自殺対策、犯罪などから子どもを守る取組の充実 

○子どもの意見表明の機会の確保 

 

基本方針Ⅲ 地域と産業を担う人を育む                          
 

  ＜取組の方向性＞ 

  ○本道の基幹産業を支える人材の育成  ○新たな社会を拓く ICT 人材や産業人材の育成 

  ○地域創生を担う人材の育成と活躍促進 ○大学や企業等との連携強化 

○地域の安心を守る医療・福祉を担う人材の育成 ○就職氷河期世代の活躍促進 

  ○多文化共生社会に向けた環境の整備 

 

基本方針Ⅳ 生涯を通じて学び続ける人を育む                        
 

  ＜取組の方向性＞ 

  ○生涯学習の振興  ○リカレント教育の推進  ○社会教育の振興 

○芸術文化活動の推進  ○文化財等の保存及び活用の推進  ○スポーツ活動の振興 
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参考 社会情勢の変化など 
 

１ 社会情勢の変化 

 ● 国際情勢の不安定化 

● 人口減少・少子高齢化の更なる進行 

● こども基本法の施行、こども家庭庁の発足、こども大綱の策定 

● 成年年齢や選挙権年齢の 18歳への引き下げ 

● 新型コロナウイルス感染症の流行・５類移行 

● 本州並みの猛暑などの気候変動 

● 北海道デジタルパークの展開、データセンターの立地 

● DX の進展・生成 AIの活用 

● 高等教育の無償化・修学支援新制度の拡充 

● 性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する法律の施行  

● VUCA の時代の到来 

● GX の推進 

● ゼロカーボン北海道の実現 

● 教員不足 

 

２ 本道教育の状況等 

 (1)教育に関する国の方針 

  ● 中央教育審議会答申「「令和の日本型学校教育」の構築を目指して～全ての子供たちの可能性を

引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びの実現～」 

● 教育振興基本計画の策定 

 

 (2)子ども・家庭の状況 

  ● 子どもの生活実態調査の状況 

  ● 子どもの学力・体力の状況 

 ● GIGA スクール構想に基づく ICT の活用による学びのスタイルの変化 

 ● いじめ・不登校・児童虐待の増加、深刻化 

  

  (3)その他 

● 環境教育 

   ● 教員免許更新制の発展的解消に伴う新たな研修制度の開始 

  ● 地域スポーツ・文化芸術環境の整備 

  


